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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況
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0201 一般
経済国際化推進費（日本貿易振興
機構北海道貿易情報センター負担
金）

②

本道の貿易振興のため道内企業等
を対象に、日本貿易振興機構北海
道貿易情報センターが実施している
貿易情報の収集提供や貿易相談業
務等に必要な経費の一部を負担す
る。

国際経
済課

0 30,537 30,537 1.5 0.0 1.5 42,252
現状維

持

引き続き、海外の成長力を取り込む
ため、貿易や対日投資を行う道内企
業の支援体制経費として負担する
必要があるため。

－ ①
④ ①
非接触型のオンライン会議の活用
を対応済み

－ ⑥
⑦ ①
非接触型のオンライン会議の活用
を対応済み

○ ①
事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

現状維
持

0202 一般 北海道ＡＳＥＡＮ事務所運営事業費 ①

シンガポールに設置している「北海
道ASEAN事務所」を運営し、ASEAN
諸国を対象に、道内市町村や企業
による道産品の販路拡大、観光客
の誘致に向けた取組や道内企業の
ビジネス展開を支援する。

国際経
済課

0 27,175 27,175 1.0 1.0 2.0 42,795 ①
②
改善
（指標
分析）

非食品分野での海外展開支援強化
が課題であることから、道産食品の
輸出拡大を図りつつ、商談後のビジ
ネス化に向けたフォロー体制強化を
図るため、現地での市場ニーズの
掘り起こしなど、道内事業者が輸出
に取り組みやすい支援体制を構築。
海外からの投資の更なる促進を図
るため、道内自治体等のＰＲ方法や
受入体制の構築を支援。

－ ①
④ ①

オンライン商談会の実施、商談会案
内、チラシ、パンフレットなどの紙主
体の資材を取り止めるなどの対応
済み

－ ⑥
⑦ ①

非接触型のオンライン商談会の活
用、会議案内、チラシ、パンフレット
などの紙主体の資材を取り止める
などの対応済み
ヒアリング調査についても、オンライ
ン化にて対応済み

○ ①

商談会、ヒアリング調査、プロモー
ション活動等の事業内容において、
すでにオンライン化に対応済みであ
るため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

改善

道の海外拠点などのネットワークを活かしなが
ら、ターゲットの明確化・重点化及びマーケット
イン重視に基づく、デジタル技術等を活用した
新たな市場・需要の開拓になど、道産品の輸出
拡大に取り組む他、ＳＤＧｓなど世界共通の課
題解決に取り組む海外企業の投資誘致促進、
道内企業の海外ビジネス相談支援に取り組
む。

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0203 一般
海外事務所運営事業費（北東北三
県・北海道ソウル事務所運営事業
費）

①

北東北三県と合同で韓国ソウル特
別市に設置している「北東北三県・
北海道ソウル事務所」を運営し、韓
国において物産と観光のPRを行
い、道産品の販路拡大、北海道へ
の誘客促進などに向けた各種事業
を展開する。

国際経
済課

0 9,859 9,859 0.7 0.0 0.7 15,326 ①
②
改善
（指標
分析）

道と関係機関や海外事務所等と連
携を図りながら輸出拡大に向けた取
り組みを進め、道内事業者がオンラ
インによる商談を通じ海外ビジネス
に取り組みやすい支援体制を構築。
海外からの投資促進を図るため、道
内自治体等のＰＲ方法や受入体制
の構築を支援。

－ ①
④ ①

オンライン会議の実施、説明会、商
談会、意見交換会の案内、チラシ、
パンフレット、商談会資料などの紙
主体の資材を取り止めるなどの対
応済み

－ ⑥
⑦ ①

非接触型のオンライン会議の活用、
説明会、商談会、意見交換会の案
内、チラシ、パンフレット、商談会資
料などの紙主体の資材を取り止め
るなどの対応済み

○ ①
事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

改善

道の海外拠点などのネットワークを活かしなが
ら、ターゲットの明確化・重点化及びマーケット
イン重視に基づく、デジタル技術等を活用した
新たな市場・需要の開拓になど、道産品の輸出
拡大に取り組む他、ＳＤＧｓなど世界共通の課
題解決に取り組む海外企業の投資誘致促進、
道内企業の海外ビジネス相談支援に取り組
む。

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0204 一般
北海道上海事務所ネットワーク構築
強化事業費

①
中国における道産品及び北海道観
光の海外市場獲得のため、中国内
のネットワークづくりを進める。

国際経
済課

0 1,228 1,228 0.5 0.0 0.5 5,133 ①
②
改善
（指標
分析）

道内企業のマッチング機会の創出
を図るため、道と関係機関や海外事
務所等と連携を図り、中国政府関係
者や企業との関係強化を図ることが
必要であり、道内事業者が輸出に
取り組みやすいネットワークを構
築。
海外からの投資の更なる促進を図
るため、道内自治体等のＰＲ方法や
受入体制の構築を支援。

－ ①
④ ①
オンラインでの意見交換会の実施、
チラシ、パンフレットなどの紙主体の
資材を取り止めるなどの対応済み

－ ⑥
⑦ ①
可能な範囲にて、会議などについて
非接触型のオンライン化を活用など
して対応済み

○ ①

中国国内の外出規制等に基づき、
説明会、商談会、意見交換会などに
ついては、すでにオンライン化に対
応済みであるため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

改善

道の海外拠点などのネットワークを活かしなが
ら、ターゲットの明確化・重点化及びマーケット
イン重視に基づく、デジタル技術等を活用した
新たな市場・需要の開拓になど、道産品の輸出
拡大に取り組む他、ＳＤＧｓなど世界共通の課
題解決に取り組む海外企業の投資誘致促進、
道内企業の海外ビジネス相談支援に取り組
む。

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0205 一般
東アジア経済交流事業費
(北海道上海事務所運営事業費）

①

中国における情報収集や発信、ネッ
トワーク構築を進め、中国へのビジ
ネス展開を目指す道内企業を支援
するため、上海に設置した「北海道
上海事務所」を運営する。

国際経
済課

0 24,646 24,646 0.7 0.0 0.7 30,113 ①
②
改善
（指標
分析）

ニューデール等のリアル店舗とＳＮ
Ｓを組み合わせるなど、デジタル化
が加速する中国市場において、新
たな販売チャネルの拡大を図る必
要があることから、大型商談会への
出展を通じて、道内企業のマッチン
グ機会の拡大を図る他、ECなどの
デジタル化やＳＮＳなどを活用し、道
と関係機関や海外事務所等と連携
を図り、道内事業者が輸出に取り組
みやすい支援体制を構築。
海外からの投資の更なる促進を図
るため、道内自治体等のＰＲ方法や
受入体制の構築を支援。

－ ①
④ ①

オンラインでの意見交換会、ヒアリン
グの実施、会議案内、チラシ、パン
フレットなどの紙主体の資材を取り
止めるなどの対応済み

－ ⑥
⑦ ①

オンラインでの意見交換会、ヒアリン
グの実施、会議案内、チラシ、パン
フレットなどの紙主体の資材を取り
止めるなどの対応済み

○ ①

中国国内の外出規制等に基づき、
説明会、商談会、意見交換会などに
ついては、すでにオンライン化に対
応済みであるため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

改善

道の海外拠点などのネットワークを活かしなが
ら、ターゲットの明確化・重点化及びマーケット
イン重視に基づく、デジタル技術等を活用した
新たな市場・需要の開拓になど、道産品の輸出
拡大に取り組む他、ＳＤＧｓなど世界共通の課
題解決に取り組む海外企業の投資誘致促進、
道内企業の海外ビジネス相談支援に取り組
む。

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0206 一般 北東アジア経済交流推進費 ①

中国東北三省（黒龍江省、遼寧省、
吉林省）との経済交流を促進するた
め、中国東北三省との代表団の相
互派遣を行い、経済交流に関する
協議・情報交換や貿易などの商談・
交渉を行う。

国際経
済課

0 1,206 1,206 1.0 0.0 1.0 9,016
現状維

持

引き続き、経済交流の覚書に基づ
き、中国東北三省の経済交流の促
進に向けた事業を実施する必要が
あるため。

－ ①
④ ①
オンライン商談会の実施、会議案内
などの紙主体の資材を取り止める
などの対応済み

－ ⑥
⑦ ①
オンラインの活用、会議案内などの
紙主体の資材を取り止めるなどの
対応済み

○ ①

中国国内の外出規制等に基づき、
意見交換会などについては、可能な
範囲においてすでにオンライン化に
対応済みであるため。

現状維
持

0207 一般
国際交流推進費(国際化戦略推進
事務費）（ハルビン商談会）

①

国際化施策の戦略的かつ効果的推
進並びに北海道ブランドの浸透及
び交流の活性化をすすめるための
基盤づくりに取り組む。

国際経
済課

0 7,031 7,031 0.5 0.0 0.5 10,936 終了

中国東北三省における一層の経済
交流拡大が必要であることから、道
と関係機関や海外事務所等と連携
を図りながら輸出拡大に向けた取り
組みを進め、現地での商談会やフェ
アを実施するとともに道内事業者が
輸出に取り組みやすい支援体制を
構築。
なお、当事業はR３年度までの時限
であることから事業を終了とし、今
後の実施については別途検討す
る。

－ ①
④ ①

オンラインでの商談会、フェア、イベ
ントの実施、会議案内、チラシ、パン
フレット、商談会資料などの紙主体
の資材を取り止めるなどの対応済
み

－ ⑥
⑦ ①

オンラインでの商談会、フェア、イベ
ントの実施、会議案内、チラシ、パン
フレット、商談会資料などの紙主体
の資材を取り止めるなどの対応済
み

○ ①

中国国内の外出規制等に基づき、
意見交換会などについては、可能な
範囲においてすでにオンライン化に
対応済みであるため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

終了

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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世界の中の北海道を意識した海外市場の
開拓（ASEAN、東アジア他）
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　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要
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　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他
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0208 一般
食の海外展開促進・需要拡大事業
費（中国）(創生交付金)

①

現地の大型商談会出展やEC市場
参入等、最大の市場である中国へ
の道産食品の参入機会が拡大され
たタイミングを捉え、輸出拡大に向
けた取組を推進する。

国際経
済課

0 21,309 11,055 1.3 0.0 1.3 31,462 ① 終了

商談後のビジネス化に向けたフォ
ロー体制の強化が課題であることか
ら、道と関係機関や海外事務所等と
連携を図り、道と関係機関や海外事
務所等と連携しながら、道内事業者
が輸出に取り組みやすい支援体制
を構築。
なお、当事業はR３年度までの時限
であることから事業を終了とし、今
後の実施については別途検討す
る。

－ ①
④ ①

オンラインの活用、会議案内、チラ
シ、パンフレット、商談会資料などの
紙主体の資材を取り止めるなどの
対応済み

－ ⑥
⑦ ①

オンラインの活用、会議案内、チラ
シ、パンフレット、商談会資料などの
紙主体の資材を取り止めるなどの
対応済み

○ ①
セミナーの開催等において、すでに
オンライン化に対応済みであるた
め。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

終了

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0209 一般

道市連携海外展開推進事業費（海
外企業連携型販路拡大ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事
業費･地域産業育成によるｱｼﾞｱ展
開ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ事業費）(創生交付金)

①

道と市が連携し、相互の海外事務
所等を活用しながら、ASEAN地域で
の商流の開拓や、中国・ASEAN地
域での道内寒冷技術等の海外展開
を推進し、道産品の輸出拡大や道
内企業の現地進出を促進する。

国際経
済課

0 19,300 9,650 1.3 0.0 1.3 29,453 ① 終了

環境や高齢者福祉の分野に加え、
近年、ニーズが高まるＩＴ分野等に対
応していくことが必要であることか
ら、道と関係機関や海外事務所等と
連携を図り、道内事業者が輸出に
取り組みやすい支援体制を構築。
なお、当事業はR３年度までの時限
であることから事業を終了とし、今
後の実施については別途検討す
る。

－ ①
④ ①

オンラインでの商談会やプロモー
ションの実施、会議案内、チラシ、パ
ンフレット、商談会資料などの紙主
体の資材を取り止めるなどの対応
済み

－ ⑥
⑦ ①

オンラインでの商談会やプロモー
ションの実施、会議案内、チラシ、パ
ンフレット、商談会資料などの紙主
体の資材を取り止めるなどの対応
済み

○ ① 各国の事業に合わせ、すでにオンラ
イン化に対応済みであるため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

終了

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0210 一般
海外からの投資誘致推進事業費
（創生交付金）

①

海外からの投資を促進するため、観
光や食、ＩＴ分野等を中心に海外プロ
モーションと投資家招聘を効果的に
実施する。

国際経
済課

0 22,000 12,050 1.3 0.0 1.3 32,153 ② 終了

地域振興に繋がる海外からの投資
誘致の促進のための支援体制の強
化が課題であることから、道と関係
機関や海外事務所等と連携を図り
ながら道内自治体等のＰＲ方法や
受入体制の構築を支援。
なお、当事業はR３年度までの時限
であることから事業を終了とし、今
後の実施については別途検討す
る。

－ ①
④ ①

オンライン会議の活用、庁内会議資
料、チラシ、パンフレット、商談用資
料などの紙主体の資材を取り止め
るなどの対応済み

－ ⑥
⑦ ①

オンライン会議の活用、庁内会議資
料、チラシ、パンフレット、商談用資
料などの紙主体の資材を取り止め
るなどの対応済み

○ ①
招へい者の各国の事業に合わせ、
すでにオンライン化に対応済みであ
るため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

終了

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0211 一般
デジタル技術を活用した海外展開
支援事業

①

コロナ禍により急速に拡大するデジ
タル化の潮流を踏まえ、道内企業の
オンラインによる国際取引等、デジ
タル技術を活用した海外展開を支
援する。

国際経
済課

0 13,895 0 1.3 0.0 1.3 24,048 ① 終了

急速に拡大するデジタル化に対応
することが課題となっていることか
ら、道が関係機関や海外事務所等
と連携を図りながら、ＥＣやＳＮＳな
どのデジタル技術を活用し、輸出拡
大に向けた取り組みを進め、道内事
業者が輸出に取り組みやすい支援
体制を構築。
なお、当事業はR３年度までの時限
であることから事業を終了とし、今
後の実施については別途検討す
る。

－ ①
④ ①

オンライン会議の活用、庁内会議資
料、チラシ、パンフレット、商談用資
料などの紙主体の資材を取り止め
るなどの対応済み

－ ⑥
⑦ ①

オンライン会議の活用、庁内会議資
料案内、チラシ、パンフレット、商談
用資料などの紙主体の資材を取り
止めるなどの対応済み

○ ①
各国の事業に合わせ、すでにオンラ
イン化に対応済みであるため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

終了

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0212 事務 北海道国際ビジネスサポートデスク ④

道内企業が、輸出入や海外展開、
外国人材受入など幅広い分野に関
し、検討段階から気軽に相談できる
窓口として、「北海道国際ビジネス
サポートデスク」をジェトロ北海道内
に設置する。

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 ①
②
改善
（指標
分析）

海外の成長力を取り込むためには、
道内企業の海外展開の引き続き支
援を行うことが課題であることから、
貿易、投資、人材など海外とのビジ
ネスを検討する段階の相談窓口を
維持することが必要。

－ ①
④ ①
オンラインでの相談を行うなどの対
応済み

－ ⑥
⑦ ①
オンラインでの相談を行うなどの対
応済み

○ ①
すでにオンライン化に対応済みであ
るため。

社会経済情勢、現地ニーズを踏ま
えた、海外の成長力の取り込みに
向けた新たな市場・需要の開拓や、
北海道ブランド力の向上を図るた
め、関係機関との連携や海外拠点
のネットワークを活用した本道の新
たな魅力の創造・発掘や、道内各地
域の強みや潜在力を発信し、道へ
の投資誘致を促進することは重要
であり、輸出拡大に向けた取組の一
層の推進を検討すること。
また、食の輸出拡大戦略推進本部
により連携し、道産食品の国際競争
力強化の取組の一層の推進を検討
すること。

改善

ターゲットの明確化・重点化及びマーケットイン
重視に基づく、新たな市場・需要の開拓を行う。
また、人口減少を見据え、ＤＸ関連分野など本
が有す技術・ノウハウを活用したビジネスチャン
スを拡大させる。加えて、ＳＤＧｓなど世界共通
の課題解決に取り組む海外企業の投資誘致促
進、道内企業の海外ビジネス相談支援を行う。

新型コロナウイルス感染拡大など、
世界情勢が大きく変動を続ける中、
本道の持続的発展に向け、今後も
海外の成長力や経験、ノウハウを取
り込むことにより、地域の活性化を
図るという基本戦略の下、北海道の
ブランドである「食」の輸出拡大に向
けては、経済成長が著しく、北海道
人気が浸透している、台湾、香港、
ＡＳＥＡＮなどを優先的に取り組むこ
ととして、道の海外事務所や、どさ
んこプラザ海外店も活用した販路拡
大に取り組む他、ゼロカーボンやＤ
Ｘといった社会情勢の変化に対応
し、本道の優位性を活かした投資誘
致に取り組むなど、新たに社会情勢
の動きに的確に対応し、ターゲット
を明確化・重点化しながら、戦略的
な国際関連施策の展開を図る。

0213 事務
道内企業の東アジア等の展開支援
に関する事務

①

東アジア市場等を目指す道内企業
に対する情報提供等やJETRO北海
道との連携等による支援、外国政府
の本道におけるセミナー開催支援
及び海外企業の道産品引き合い対
応等

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905
現状維

持

引き続き、東アジア等を含む新興国
の経済成長の取り込みや、加速化
するグローバル化に対応するため、
東アジア等の展開支援に関する業
務を行う必要があるため。

－ ①
④ ①

オンラインでのセミナーなどの開
催、会議案内、チラシ、パンフレット
などの紙主体の資材を取り止める
などの対応済み

－ ⑥
⑦ ①

オンラインでのセミナーなどの開
催、会議案内、チラシ、パンフレット
などの紙主体の資材を取り止める
などの対応済み

○ ①
セミナー等について、すでにオンラ
イン化に対応済みであるため。

現状維
持

0214 事務
国際ビジネス協力員等との連絡調
整に関する事務

②

ｱｼﾞｱ地域をはじめとする世界各国
の主要都市に存在しているビジネス
パーソンに経済関連情報の収集を
依頼しており、これらの情報把握と
連絡調整

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、国際ビジネス協力員等を
活用し、海外情報を収集できるネッ
トワークを維持する必要があるため

－ ①
④ ①
オンラインでの情報交換、会議資料
などの紙主体の資材を取り止める
などの対応済み

－ ⑥
⑦ ①
オンラインでの情報交換、会議資料
などの紙主体の資材を取り止める
などの対応済み

○ ①
情報交換や資料のデジタル化等に
ついて、すでにオンライン化に対応
済みであるため。

現状維
持

0215 事務
「北海道グローバル戦略」の推進管
理に関する事務

－
「北海道グローバル戦略」の進行管
理及び新方策の検討

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905
現状維

持

引き続き、2025年まで、海外との経
済交流を展開する戦略の見通しや
各種施策を効果的に推進できるよう
管理する必要があることから、それ
らに関する業務を行う必要があるた
め

－ － － － － － － －
現状維

持

0216 事務 庁内外貿易関係会議に関する事務 ② 構成機関からの情報提供や海外事
業連携の促進

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、効果的な海外事業連携
の促進に関する業務を行う必要が
あるため

－ ①
④ ①
オンライン会議（有識者会議）の活
用や、作成資料の省力化を対応済
み

－ ⑥
⑦ ①
オンライン会議（有識者会議）の活
用や、作成資料の省力化を対応済
み

○ ① 事業内容において、すでにオンライ
ン化に対応済みであるため。

現状維
持
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

0217 事務 その他内部管理事務 － 議会・予算・経理・服務・調整などの
総括事務

国際経
済課

0 0 0 0.6 0.0 0.6 4,686 現状維
持

引き続き、議会・予算・経理・服務・
調整に関する業務を行う必要があ
るため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0218 事務 その他内部管理事務（管理職） －
管理監督業務
（課内総括、海外からの投資促進等
に関すること）

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、課内総括、海外からの投
資促進に関する業務を行う必要が
あるため。

－ － － － － － － － 現状維
持

0219 事務 その他内部管理事務（管理職） －
管理監督業務
（経済交流及び貿易振興等に関す
ること）

国際経
済課

0 0 0 0.5 0.0 0.5 3,905 現状維
持

引き続き、経済交流及び貿易振興
等に関する業務を行う必要があるた
め。

－ － － － － － － － 現状維
持

0 178,186 134,437 15.2 1.0 16.2 ■令和４年度　新規事業

国際交流推進費（国際課戦略推進事務費）、米国市場をターゲットにした道産食品輸出促進事業、中国の新たな市場をター
ゲットとした道産品販路拡大事業、道市連携海外展開推進事業（リベンジ消費拡大に向けた海外販路構築事業、ＳＤＧｓなど
世界共通課題の解決に取り組む海外展開企業支援事業）、地域課題解決支援に向けた海外からの投資促進事業

計
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